
貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、貝塚市補助金等交付規則（平成 18年貝塚市規則第３号）に定めるもの

のほか、本市の区域内に存する空き家の除却に要する費用の一部を補助することにより、

その除却を促し、住環境の改善及び地域の活性化に寄与することを目的として、空き家の

除却を行う者に対して交付する貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金（以下「補助

金」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 空き家 建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他の使用がなされて

いないことが常態であるもの（集合住宅の場合にあっては、全住戸）をいう。 

(２) 所有者 登記されている場合は登記事項証明書に、登記されていない場合は固定資

産評価証明書に所有者として記載されている個人又はその相続人をいう。ただし、集

合住宅の場合については、１棟全部が同一の所有者として記載されている個人又はそ

の相続人に限る。 

(３) 除却工事 建設業法（昭和 24年法律第 100号）第２条第３項に規定する建設業者で

あって、同法別表第１に掲げる土木工事業、建築工事業若しくは解体工事業のいずれ

かの許可を受けたもの又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年

法律第 104号）第 21条第１項の登録を受けたものに請け負わせ、空き家及び附属する

工作物の全部（集合住宅の場合にあっては、同一棟の住戸の全部）を除却し、その敷地

を更地（整地を含む。）にする工事をいう。 

（補助事業者） 

第３条 この要綱により補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のい

ずれにも該当する個人とする。 

(１) 空き家の所有者であること。 

(２) 本市の市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税を滞納していないこと。  

(３) 補助金の交付の申請時における直近の合計課税所得金額（地方税法（昭和 25年法律

第 226号）第 314条の６第１号に規定する合計課税所得金額をいう。）が 5,070,000円

未満であること。 

(４) 貝塚市暴力団排除条例(平成 24 年貝塚市条例第 23 号)第２条第２号に規定する暴力

団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助事業者となるこ

とができない。 

(１) 補助金の交付の決定前に工事に着手した場合 

(２) 他の制度等に基づく補助金の交付を受けようとする場合 

(３) 公共事業による移転補償の対象となった場合 

(４) その他市長が適当でないと認める場合 



３ 空き家を複数の所有者で共有しているときは、全所有者のうち補助金の交付を申請する

者を補助事業者とする。 

（補助対象の空き家） 

第４条 補助金の対象となる空き家は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 所有者が明確な木造住宅であること。 

(２) 登記簿（所有権以外の権利が設定されていないものに限る。）又は固定資産評価証明

書に記載されていること。 

(３) 住宅地区改良法（昭和 35 年法律第 84 号）第２条第４項に規定する不良住宅であっ

て、住宅地区改良法施行規則（昭和 35 年建設省令第 10 号）第１条第１項に規定する

測定方法により測定した同令別表第１の評点の合計が 100点以上であること。 

(４) 過去 10年間に本市の耐震改修補助を受けていないこと。 

(５) 複数の者の共有である場合は、この要綱に基づき除却工事を行うことについて、共

有者全員が同意していること。 

(６) 併用住宅の場合は、延床面積の２分の１以上が住宅の用に供されていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が補助金の対象とすることが適当でないと認める空き

家は、補助金の対象外とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、空き家の除却工事に要する費用とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、毎年度予算に定める範囲内で、市長が別に定める額とする。 

（事前調査） 

第７条 補助事業者は、補助金の交付申請を行う前に、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）

事前調査依頼書（様式第１号）を市長に提出し、市が実施する事前調査に基づき、第４条

に規定する要件を満たす空き家であることの判定を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する事前調査の依頼を受けたときは、職員に現地調査を実施させて、

その結果を貝塚市空き家再生等推進事業（除却）事前調査判定書（様式第２号。以下「事前

調査判定書」という。）により補助事業者へ通知するものとする。 

（補助金の交付の申請） 

第８条 補助事業者は、補助金を受けようとするときは、貝塚市空き家再生等推進事業（除

却）補助金交付申請書（様式第３号）に、次に掲げる必要書類を添えて、市長に申請しなけ

ればならない。 

（１）工事見積書（内訳明細書を含む。）の写し 

（２）付近見取図、配置図、平面図及び除却前の現況写真 

（３）解体業者の建築工事業等の許可証又は解体工事業の登録証の写し 

（４）建物の登記事項全部証明書又は固定資産評価証明書 

（５）市税に未納がないことの証明書 

（６）事前調査判定書の写し 

（７）申請者の住民票 



（８）申請者の所得証明書（直近分） 

（９）貝塚市空き家再生等推進事業（除却）実施（変更）計画書（様式第４号。以下「実施(変

更)計画書」という。） 

（10）その他市長が必要があると認める書類 

（補助金の交付の決定） 

第９条 市長は、補助金の交付の申請を受けたときは、当該申請に係る書類の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、その交付の可否を決定するものとし、当該書類の内容及

び現地調査等の結果が、この要綱及び関係法令の規定その他市長が別に定める要件に適合

する場合にあっては貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金交付決定通知書（様式第

５号。以下「交付決定通知書」という。）により、適合しない場合にあっては貝塚市空き家

再生等推進事業（除却）補助金不交付決定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知

するものとする。 

（補助金の交付の条件） 

第 10条 市長は、補助金の交付の決定をする場合において、次に掲げる条件を付するものと

する。 

(１) 補助金をその目的以外に使用してはならないこと。 

(２) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更（市長が定める軽微な変更

を除く。）をする場合においては、市長の承認を受けること。 

(３) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、市長の承認を受けるこ

と。 

(４) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(５) 補助金の交付の決定前に除却工事に着手していないこと。 

（申請の取下げ） 

第 11 条 補助事業者は、交付決定通知書の内容又はこれに付された条件に不服があるとき

は、交付決定通知書を受け取った日から 14日以内に、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）

補助金取下げ書（様式第７号）を、市長に提出することができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は

行われなかったものとみなす。 

（権利譲渡の禁止） 

第 12条 補助事業者は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供しては

ならない。 

（変更等の承認） 

第 13条 補助事業者は、交付決定通知書を受けた場合において、当該通知に係る補助事業の

内容、実施計画等を変更（市長が認める軽微な変更を除く。）し、又は補助事業を中止し、

若しくは廃止するときは、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）実施計画変更申請書（様

式第８号）に実施（変更）計画書、その他必要な関係書類を添えて市長に提出し、その承認

を受けなければならない。ただし、補助金の増額を伴う変更申請をすることはできない。 



２ 市長は、前項に規定する変更申請を受けた場合は、その内容を審査し、これを適当であ

ると認めるときは、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金交付決定変更通知書（様

式第９号）又は貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金交付決定取消通知書（様式第

10号。以下「交付決定取消通知書」という。）により補助事業者に通知するものとする。 

（軽微な変更の範囲） 

第 14 条 前条第１項に規定する軽微な変更は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 補助対象経費の総額の 10分の２に相当する金額以内の変更 

(２) 実施計画の細部の変更であって、補助金の額の増額を伴わない変更 

（実績報告） 

第 15条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含

む。）は、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）実績報告書（様式第 11号。以下「実績報告

書」という。）に次に掲げる書類を添えて、補助事業の完了した日から起算して 30 日を経

過した日又は補助金の交付決定日の属する年度の３月 15 日（３月 15 日が国民の祝日に関

する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日、日曜日又は土曜日（以下「休日等」

という。）に当たるときは、その翌日以後の休日等でない直近の日）のいずれか早い日まで

に市長に提出しなければならない。 

(１) 工事の請負契約書の写し 

(２) 工事費の請求書（内訳書を含む。）及び領収書の写し 

(３) 工事完了後の現況写真（跡地の状況がわかるもの） 

(４) その他市長が必要があると認める書類 

（補助金の額の確定） 

第 16条 市長は、実績報告書の提出を受けた場合において、報告書等の書類の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の

内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたと

きは、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金交付額確定通知書（様式第 12号。以下

「確定通知書」という。）により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による調査の結果、補助事業の是正の見込みがなく、補助金を交付

することが適当でないと認めたときは、交付決定取消通知書により補助事業者に通知する

ものとする。 

（交付の請求） 

第 17条 補助事業者は、確定通知書を受けた場合において、補助金の交付を受けようとする

ときは、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金交付請求書（様式第 13号）を、市長

に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 18条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 



(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 自らの責めに帰すべき事情により補助事業を中止し、又は廃止したとき。 

(４) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(５) 市長の指示に従わないとき。 

(６) その他関係法令に違反したとき。  

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

３ 市長は、交付の決定の全部又は一部を取り消すときは、交付決定取消通知書により補助

事業者に通知するものとする。 

４ 補助金の交付の決定を取り消した場合に生じた損害について、市は一切の賠償の責めを

負わないものとする。 

（補助金の返還） 

第 19条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合に

おいて、既に補助金が交付されているときは、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助

金返還命令書（様式第 14号）により、補助事業者に期限を決めて返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第 20 条 補助事業者は、第 18 条の規定により補助金の交付の決定を取り消された場合にお

いて、補助金の返還を命じられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日

までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につ

いては、既納額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を市に

納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命じられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95 パーセントの

割合で計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

３ 市長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事業者

の申請に基づき、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

４ 補助事業者は、加算金又は延滞金の全部又は一部の免除を申請しようとするときは、貝

塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金加算金・延滞金免除申請書（様式第 15号）を市

長に提出しなければならない。 

５ 市長は、前項の申請があり、やむを得ない事情があると認め、加算金又は延滞金の全部

又は一部を免除しようとするときは、貝塚市空き家再生等推進事業（除却）補助金加算金・

延滞金免除承認通知書（様式第 16号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（他の補助金の一時停止等） 

第 21条 市長は、補助事業者が補助金の返還を命じられ、当該補助金、加算金又は延滞金の

全部又は一部を納付しない場合において、その者に対して同種の事務又は事業について交

付すべき補助金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助

金と未納付額を相殺することができる。 

（書類の保存） 



第 22条 補助事業者は、補助事業の遂行状況に関する書類及び帳簿等の関係書類を補助金を

交付した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

（補則） 

第 23条 この要綱に定めるもののほか、補助金に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、この要綱による改正前の貝塚市空き家再生等推進事業（除却）

補助金交付要綱（以下「旧要綱」という。）の規定により交付決定を受けた補助金について

は、旧要綱の規定は、この要綱の施行後も、なおその効力を有する。  

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、この要綱による改正前の貝塚市空き家再生等推進事業（除却）

補助金交付要綱の規定により交付決定を受けた補助金については、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式により使用されている書類は、

この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


